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次世代育成支援対策推進法に基づき２企業を認定 
～県内の「くるみんマーク」認定企業は１６社に～ 

石川労働局（局長  礒部隆文）では、次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」とい

う。）に基づき、下記の２企業を認定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次世代法に基づく認定とは） 

事業主が、次世代法に基づき従業員の仕事と子育ての両立を図るための一般

事業主行動計画を策定・実施し、その行動計画に定めた目標をすべて達成する

などの一定の基準を満たした場合には、厚生労働大臣（労働局長へ委任）の認定

を受けることができます。 

認定を受けた企業は、次世代認定マーク（愛称：くるみん）を商品、広告、求人

広告などにつけ、子育てサポート企業であることをＰＲできます。 

（県内の認定状況等） 

今回の認定により、県内で認定を受けた企業は１６社、うち２回目の認定を受けた企業は４社となり

ました。 

なお、現在、企業全体の労働者数が１０１人以上の企業においては、次世代法に基づく行動計画

の策定・届出等が義務となっています。１０月末現在の県内の義務企業における届出率は９９．４％

です。 
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資料３ 石川県内の一般事業主行動計画策定・届出状況 
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次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業の取組の御紹介 

 

生活協同組合コープいしかわ（２回目） 
◎企業概要 

 企 業 名：生活協同組合コープいしかわ 

 代表者氏名：理事長 長谷川 隆史 

 所 在 地：白山市 

 業 種：小売業 

 労 働 者 数：５０４人 

 

◎ 行動計画 

 

 

 １ 計画期間 平成２１年４月１日～平成２４年３月３１日 

 ２ 内容 

      目標１ 妊娠中や出産後の女性労働者の健康の確保について、労働者に対する制度

の周知や情報提供及び相談体制の整備を検討する。 

      目標２ 所定外労働時間の削減のための措置の実施を検討する。 

      目標３ 男性の育児参加促進を検討する。 

 

 

◎ 目標達成の状況 

 目標１ ・妊娠中や出産後の女性労働者に対する情報提供冊子「おたすけパンフレット」

を新規作成し、育児休業者に配付。 

     ・妊娠中や出産後の女性労働者に対する支援のための教育を、管理監督職研修

や入協時研修に新設。 

 目標２ ・経営協議会にて所定外労働時間の検討を行い、マネジメントの強化につなげ

た。 

     ・社内ネットワークの利用制限をすることで所定外労働時間の制限に取り組ん

だ。 

 目標３ ・男性の育児休業者 １名（取得期間 １年） 

     ・父親と子どものお菓子作り教室を実施し、育児参加支援の取組を行った。 

 

◎ 育児をする労働者のための短時間勤務制度等の実施状況 

 ・ 小学校就学の始期に達するまでの子を持つ従業員が利用できる所定外労働免除制度

及び短時間勤務制度の実施等 

資料１ 
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株式会社ことぶき 
◎企業概要 

 企 業 名：株式会社ことぶき 

 代表者氏名：代表取締役 大島 淳光 

 所 在 地：金沢市 

 業 種：物品賃貸業（貸衣裳業） 

 労 働 者 数：１２７人 

 

◎ 行動計画 

 

 １ 計画期間 平成２１年１２月１日～平成２３年１１月３０日 

 ２ 内容 

     目標１ 男性の育児休業等の取得促進 

     目標２ 男性の育児休業の取得促進をするための労働環境の整備改善 

     目標３ 出産や子育てにより退職した社員の再雇用を実施 

     目標４ 時間外労働の削減 

     目標５ 社員に行動計画の意識向上を目指して、育児休業等やワークライフバランス

に関連した情報の提供及び研修会を開催 

 

◎ 目標達成の状況 

 目標１ ・男性の育児休業者 ２名 

     ・男性の配偶者出産時の出産休暇取得者 ２名 

 目標２ ・男性が育児休業を取得した際、別の店に所属する社員を一時的に派遣し業務

に支障がないようにした。 

 目標３ ・繁忙期に出産や子育てを理由に退職した者を優先的に求人し、短期アルバイ

トとして１名を雇用。 

 目標４ ・現場提案による作業効率化、時間外労働の申請方法の見直し（時間外労働が

必要な事由と終了予定時間を所属長に申し出ることとした）等の取組により、

時間外労働を２５％削減。 

 目標５ ・ワークライフバランスに係る社内研修会を実施。 

 

◎ 育児をする労働者のための短時間勤務制度等の実施状況 

 ・ 小学校就学の始期に達するまでの子を持つ従業員が利用できる所定外労働免除制度 

 

◎ その他の取組 

 ・ 人事異動は店舗内に限っていたが、不足する人員を他店からの配置転換で補えるよ

うにしたことにより、顧客サービス低下を懸念せずに育児休業等を利用できるように

した。 
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平成 24 年 11 月 30 日更新 

 次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定・実施し、計画

に定めた目標を達成したことなど一定の基準を満たす場合には、申請を行うことによ

り厚生労働大臣（労働局長に委任）の認定を受けることができます。 

 認定を受けた事業主は、右の表示マーク「くるみん」を広告、商品、求人広告等に

つけることができます。 

 

認定決定件数（延べ） ２０件 

認定企業数 １６社 

 

平成１９年（２００７年）認定企業名 所在地 

株式会社富士通北陸システムズ 金沢市 

金沢信用金庫 金沢市 

株式会社ＰＦＵ かほく市 

 

平成２０年（２００８年）認定企業名 所在地 

医療法人社団中央会 金沢市 

株式会社国土開発センター 金沢市 

 

平成２１年（２００９年）認定企業名 所在地 

のと共栄信用金庫 七尾市 

生活協同組合コープいしかわ 白山市 

 

平成２２年（２０１０年）認定企業名 所在地 

株式会社中央設計技術研究所 金沢市 

株式会社大和 金沢市 

株式会社 PFU ソフトウェア かほく市 

国立大学法人金沢大学 金沢市 

三谷産業株式会社 金沢市 

 

平成２３年（２０１１年）認定企業名 所在地 

株式会社国土開発センター(２回目) 金沢市 

鶴来信用金庫 白山市 

株式会社北國銀行 金沢市 

のと共栄信用金庫（２回目） 七尾市 

株式会社ＰＦＵ（２回目） かほく市 

ドコモエンジニアリング北陸株式会社 金沢市 

 

平成２４年（２０１２年）認定企業名 所在地 

生活協同組合コープいしかわ（２回目） 白山市 

株式会社ことぶき 金沢市 

 

（注）認定企業名については、公表することに了解を得た場合のみ掲載しています。 

掲載は、認定決定順となっています。 

石川労働局管内認定企業一覧 

資料２ 
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資料３

石川労働局雇用均等室

301人以上企業
101人以上

300人以下企業
100人以下企業 総計

義務企業（101人
以上企業）計

126 402 528

124 401 765 1,290 525

98.4% 99.8% 99.4%

２　認定状況 （平成２４年１１月末現在）

（社）

301人以上企業
101人以上

300人以下企業
100人以下企業 総計

9 7 0 16

認定を１回受けてい
る企業数

6 6 0 12

認定を２回受けてい
る企業数

3 1 0 4

認定を３回以上受
けている企業数

0 0 0 0

                 (認定マーク「くるみん」を付与)

認定企業数

県内企業の一般事業主行動計画策定・届出等取組状況

（３）届出率（％）
　　　（(２)／(１)）

（１）企業数（社）

（２） 行動計画届出
　　　企業数（社）

１　一般事業主行動計画策定等届の届出状況 （平成２４年１０月末現在）
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事業主の皆さんへ 

 

 
 

 

次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境をつくるためには、国、地方公共団体、企

業、国民が一体となって対策を進めていかねばなりません。そこで平成15年、次世代育成支援対

策推進法（次世代法）が制定されました。 

次世代法に基づき、現在、１０１人以上の従業員を雇用する企業は、仕事と子育ての両立を図る

ための「一般事業主行動計画」を策定し、労働局に届出ること、また、インターネット等による

公表、従業員へ周知が義務となっています（１００人以下の従業員を雇用する企業は努力義務）。 
 

《《行行動動計計画画のの策策定定かからら届届出出ままでで》》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次のサイトをご活用ください 

①行動計画の策定及び届出用紙 

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html#dl_01 
②両立支援のひろば 
（企業の仕事と家庭の両立支援の取組の紹介、自社の取組を掲載するサイトです） 

http://www.ryouritsu.jp/ 
  

＜お問い合わせ・届出先＞ 石川労働局雇用均等室 

 〒９２０－００２４ 金沢市西念３－４－１ 金沢駅西合同庁舎６階 

 ＴＥＬ ０７６－２６５－４４２９ ＦＡＸ ０７６－２２１－３０８７ 

 http://ishikawa-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/                       次世代認定マーク「くるみん」 

仕事と子育ての両立のために 

 一般事業主行動計画の 

策定・届出、公表・周知をお願いします!! 

自社の現状・従業員のニーズを把握 

行動計画の策定 

 

行動計画の公表、周知 

 公表…一般に公表すること 

       ※「両立支援のひろば」をご活用ください。 

 周知…従業員全てに周知すること 

行動計画策定届を石川労働局雇用均等室へ届出 ※ 届出後は、行動計画に定めた

目標の達成に向けて取り組みま

しょう。 

目標を全て達成し、

一定の要件を満たし

た場合には、認定（く

るみんマークの取

得）制度があります。 

※ 計画期間が満了した

ら、平成２７年３月３１

日までは、新たに行動計

画を策定し、届出、公表、

周知する義務がありま

す。 

再度策定に取り組み

ましょう。 

次世代法に基づく 

６ 

資料４ 



くるみんマークの認定基準    ☆ ９つすべてを満たす必要があります。 

 １ 雇用環境の整備に関する取組を１つ以上含む、適切な行動計画を策定したこと。 

   ※ 制度導入を目標とした場合・・・ 

・ 制度内容が法定基準を上回ること 

・ 計画期間の開始時に未実施であること が必要です。 

 ２ 計画期間が、２年以上５年以下であること。 

 ３ 策定した行動計画を実施し、行動計画に定めた目標を達成したこと。 

 ４ 行動計画を平成２１年４月１日以降に策定・変更した場合は、公表及び従業員への周知を適

切に行っていること。 

 ５ 計画期間内に、男性従業員のうち育児休業等を取得した者が１人以上いること。 

   ※ 従業員数が３００人以下の場合・・・ 

     以下の①～③のいずれかに該当すれば基準を満たします。 

      ① 計画期間内に、１歳以上の子のために看護休暇を取得した男性従業員がいること。 

      ② 計画期間内に、小学校就学前の子を育てる従業員に対する所定労働時間の短縮措

置を利用した男性従業員がいること。 

      ③ 計画の開始前３年以内の期間に、育児休業等を取得した男性従業員がいること。 

 ６ 計画期間内の女性従業員の育児休業等取得率が、７０％以上であること。 

   ※ 女性の育児休業等取得率の計算方法 
                    計画期間内の育児休業等取得者数 
     女性の育児休業等取得率 ＝                    ≧ ７０％ 
      （小数第１位切り捨て）        計画期間内の出産者数 

   ※ 従業員数が３００人以下の場合・・・ 

      計画期間と、計画期間の開始前の期間（最長３年間）を合わせて計算した女性の育児休業

等取得率が７０％以上であれば基準を満たします。 

 ７ ３歳から小学校就学前の子どもを育てる従業員について、以下のいずれかの制度を講じてい

ること。 

・ 育児休業に関する制度 

・ 所定外労働の制限に関する制度 

・ 所定労働時間の短縮措置 

・ フレックスタイム制度 

・ 始業・終業時刻の繰上・繰下制度（時差出勤制度） 

・ 事業所内保育施設の設置運営、ベビーシッターの手配・費用負担等の便宜供与 

 ８ 以下のいずれかを実施していること。 

・ 所定外労働の削減のための措置 

（例） ノー残業デーの実施等 

・ 年次有給休暇の取得の促進のための措置 

（例） 年間の年次有給休暇取得計画の策定等 

・ その他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

（例） 子どもの学校行事への参加のための休暇制度の導入等 

 ９ 次世代法や労働基準法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法等の関係法令に違反する

重大な事実がないこと。 

７ 


